
医療費適正化計画について 資料７

(1)根拠法 ： 高齢者の医療の確保に関する法律
第八条 厚生労働大臣は、国民の高齢期における適切な医療の確保を図る観点から、医療に要する費用の適正

化（以下「医療費適正化」という。）を総合的かつ計画的に推進するため、医療費適正化に関する施策に
ついての基本的な方針を定めるとともに、六年ごとに、六年を一期として、医療費適正化を推進するため
の計画を定めるものとする。

第九条 都道府県は、医療費適正化基本方針に即して、六年ごとに、六年を一期として、当該都道府県における
医療費適正化を推進するための計画を定めるものとする。

(2)作成主体：国、都道府県
※国が策定する「医療費適正化基本方針」で示す達成すべき目標・医療費の推計方法等に即して、都道府
県が「医療費適正化計画」を作成する。

【第１期（平成20～24年度）】

⃝ 計画期間 ⇒ ５年を１期として実施
⃝ 取組目標 ⇒ 「特定健診等の実施率の向上」と「平均在院日数の短縮」が柱

⃝ 計画期間 ⇒ ６年を１期として実施
⃝ 取組目標 ⇒ 新たに「予防接種」、「生活習慣病等の重症化予防の推進」及び 「医薬品の適正使用（重複投薬、

多剤投与の適正化）」に関する目標が追加

【第２期（平成25～29年度）】

⃝ 計画期間 ⇒ ５年を１期として実施
⃝ 取組目標 ⇒ 新たに「たばこ対策」及び「後発医薬品の使用促進」に関する目標が追加

相互に調和 相互に調和相互に調和

•生活習慣病対策に係る
目標及びこれを達成す
るために必要な取組の
内容が整合すること。

•良質かつ適切な医療を
効率的に提供する体制
の確保に係る目標及び
これを達成するために必
要な取組の内容が整合
すること。

•介護給付等対象サービ
スの量の見込みに関す
る事項、介護保険施設
等の整備等に関する取
組及び医療と介護の連
携等に関する取組の内
容が整合すること 。

•国民健康保険の医療費
及び財政の見通しに関
する事項、医療費適正
化の取組に関する事項
が整合すること。

医療計画
（H30～R5年度）

健康増進計画
（H25～R5年度）

介護保険事業支援計画
（R3～R5年度）

国民健康保険運営方針
(H30～R5年度)

医療提供体制に関する事項は医療計画や介護保険事業支援計画と、
特定健診・保健指導の実施に関する事項は健康増進計画と、
国保財政運営に関する事項は国民健康保険運営方針と相互に調和を図る。

【第３期（平成30～令和5年度）】


